
米国の規制緩和等に関する日本国政府の要望事項

                                                    平成１０年１０月９日

Ⅰ．構造問題・競争政策・透明性・法的サービス

１．分野横断的問題（制度的問題）

（１）政府調達

（イ）バイ・アメリカン法及び同趣旨の地方政府法令

　ＷＴＯ政府調達適用基準額未満の連邦政府による調達、大量輸送や高速道路建設について連邦政

府から財政補助がある場合の地方政府の調達や、ＷＴＯ政府調達協定の対象とならない地方政府の

調達について、内外無差別の原則を確保し、米国企業と外国企業に平等の事業機会を確保するべく、

制度を改善されたい。

（背景）米国には、連邦バイ・アメリカン法を始め、公共工事における外国製鋼材の利用を規制する州

法や米国製鋼材の優先利用を定めている連邦陸上輸送援助法等、明示的な国内製品優先の規定が存

在する。わが国にはこうした国内製品優先を規定する法律はなく内外無差別の調達が確保されてい

る。また、これらの法律による米国製品優遇の容認は、政府調達分野の内外無差別を促進するとの

ＷＴＯ政府調達協定の趣旨・目的に反する。

　　　連邦バイ・アメリカン法は１９７９年通商協定法によりＷＴＯ政府調達協定との整合性はとられ

ており、また、個別のバイ・アメリカン法は協定の適用除外とされている。しかし、ＷＴＯ政府調

達協定が一定額以上の調達を対象としていること、一部の適用除外を認めているのは、協定策定交

渉の過程で各国の国内理由から、全ての調達に協定の手続きを適用することができなかったもので

あり、協定の趣旨・目的に照らせば、内外差別的な調達手続きを積極的に認めるものではない。

　　　また、政府調達協定の対象となっていない州政府等の調達においても、米国製品を優遇する法令

が設けられている。さらに、公共工事の入札において州内企業を優遇する調達手続州法が存在する。

州内企業優遇策は、必ずしも外国企業の排除を直接の目的とするものではないが、州外の内国企業

が州内企業を新たに設立することは外国企業に比べて容易であり、バイ・アメリカン法とほぼ同様

の影響を外国企業に与えている。米国地方政府の調達は米国の政府調達の５０％を占めるとも言わ

れており、その貿易に与える影響は大きい。米国が引き続き世界の自由貿易体制の主要な担い手と

して責任を果たしていくことの重要性に鑑み、こうした規定について、米国企業と外国企業に平等

の事業機会を確保すべきと考える。

（ロ）国家安全保障例外　

　連邦調達規則、国防省調達規則、１９９６年情報技術管理改革法等において、「国家安全保障」を

理由とした調達手続きの例外規定が設けられているが、これらの規定における適用除外の基準を具

体的にされたい。

　また、これらの規定を根拠に外国企業の応札が拒否されたケースがあれば、その件数、案件名、

調達の対象となった機器の種類、調達金額についての過去５年間の資料を提供されたい。



（背景）米国政府調達手続きにおいて、「国家安全保障」の観点から例外規定を設ける必要性は充分認識

するところであるが、その適用基準の不透明性ゆえに正当な事業活動を制限したり、あるいは「国

家安全保障」の名の下に、特に先端技術等の分野において、米国産業の競争力を改善する手段とし

て、制限された競争を正当化しようとすることがあってはならない。

（２）制裁法（対イラン・リビア制裁法等）

　イラン・リビア制裁法（ダマト法）等の対外経済制裁措置は、制裁対象国への投資を行った外国企

業への罰則等により、直接投資等による事業活動への障害となりうるもので、国内法の域外適用の問

題及びＷＴＯ協定との関係で問題となる恐れがあることから、第三国の企業に対するこれらの法律の

適用は差し控えられたい。

（背景）対イラン・リビア制裁法は、年間２０００万ドル以上の対イラン・リビア投資を行い、それが

イラン、リビアにおける「石油資源開発に直接かつ著しく貢献した」と判断する者に対し制裁（①

米国輸出入銀行による輸出支援の停止、②米国法で事前の輸出許可を要する物資及び技術輸出の許

可発行を拒否、③制裁対象が金融機関であれば、その米国債引き受け等を禁止、④米国金融機関が

年間５００万ドル以上の融資を行うことを禁止、⑤米国政府が政府調達を行うことを禁止、⑥国際

緊急事態経済権限法に基づき、制裁対象者からの輸入を制限する）を課すことを規定している。

　　　このような制裁法は、国内法の域外適用とＷＴＯ協定との関係で問題となる恐れがある。

（３）対米直接投資関連（エクソン・フロリオ条項）

　エクソン・フロリオ条項にいう「国家安全保障」の概念を明確化し、かつ同条項の今後の運用方針

を明確化されたい。

（背景）エクソン・フロリオ条項（1988年包括通商・競争力法5021条）は、国家安全保障の観点から、

対米外国投資委員会（CFIUS）が案件を審査し、その結果投資活動を差し止めできることを規定し

ている。しかし、「国家安全保障」の概念が明確にされていないため、同法に基づく対米直接投資規

制が恣意的に行われるおそれがある。

（４）米国特許法の国際標準化

　（イ）先願主義への移行

　先発明主義は世界的にも異質であり、米国だけが採用している制度である。先発明者の出現で事

後的に特許権者の地位が覆されることがありうる点で確実性、予見可能性がなく、発明日立証のた

めの証拠書類の作成、保管等が発明者に負担をもたらすという問題がある。米国の先願主義への移

行を求めたい。

（ロ）早期公開制度の導入

 １９９３年１０月より開催された日米包括経済協議の知的財産権作業部会において、米国が１９９

６年１月までに早期公開制度を導入することに合意しているが、未だに実施に至っていない。早期

公開制度の欠如により、他者が既に出願していることを知らずに重複した研究開発投資を行ってし

まうことが避け難く、社会経済的損害が生じる。早期公開制度に関する合意事項の早期実施を求め

たい。



（背景）早期公開制度に関する合意は、米国は原則、全ての出願につき、最先の出願日より１８ヶ月後

に公開するというもの。

（５）メートル法（ＳＩ単位）の採用

　９２年の日米構造協議第二次年次報告におけるコミットメントのとおり、米政府内及び民間部門に

おけるメートル法採用を徹底されたい。

  特に、米国内の建築に係わる規格、基準等においては、メートル法（ＳＩ単位）に統一されたい。

構造用材料の許容応力度（木材に関するＮＤＳ規格）に使用する単位系をＳＩ単位系に改められたい。

また、そのスケジュールを示されたい。

（背景）

（イ）米国政府は既にメートル条約を批准しており、連邦諸機関は、９１年７月２５日の大統領行政命

令１２７７０「連邦政府のメートル使用計画」に基づくメートル法移行プランを同年１１月３０日

実行に移していることをはじめ、９２年の日米構造協議第二次年次報告においても、連邦及び州政

府によるメートル法の使用を確保する措置を強化するとしており、商務省を中心として連邦諸機関

及び産業界におけるメートル法への移行にコミットしている。

　　　しかしながら、現時点に至っても、米政府並びに州政府、民間部門においてメートル法は採用さ

れていない。

（ロ）本件に関しては民間部門におけるメートル法移行の増進が本質的に重要であり、一般国民向けの

効果的な教育プログラムが重要であるので、連邦政府としての努力を強化されることを要請したい。

在米日系企業からは、米国内向けと、例えば中南米市場向けとの計量単位が異なることによって生

ずる不経済性について多くの不満が出されている。

（ハ）１９８９年７月より始まった日米構造問題協議の下でも日米間で取り上げてきており、１９９０

年６月に発表され最終報告においては、メートル法採用に関する項目の中で以下が記述されている。

①連邦政府高官で構成されるメートル政策各省委員会は、１９９０年６月に、メートル法採用という

目的を達成するための特別措置に資するタイムテーブルを策定する。委員会の議長である新たに任

命された技術担当商務次官より、その機会に全省庁においてメートル法の採用に高い優先度を与え

るよう奨励した。

②商務省は民間セクターがメートル法の使用を大幅に拡大、増加する方策につき引き続きスタディを

実施する。

③米政府はこれらのメートル法使用を奨励するための努力と今後の計画を示すプログレス・レポート

を作成する。

　（ニ）その後、１９９２年７月の第二回フォローアップ年次報告においては、

①・・・プログレスレポートの中に、米国政府内におけるメートル法採用の程度を記述すべきで

ある。その後、米国政府は民間部門におけるメートル法採用についてレビューし、報告する方

途を考える。米国政府は、米国産業の全体的な競争力を強化していくとの観点から、連邦政府

だけでなく州政府によるメートル法の使用を確保する措置を強化する。



②米国政府は、米国のＳＩＩコミットメントの実施状況と今後の計画につきプログレス・レポー

トに関する日本側コメントを歓迎し、適当な場合には、これらのコメントを検討する。

　と記述されている。

（ホ）なお、建築の規格、基準に関しては、米国がＳＩ単位を採用しないために、我が国建築材料

の輸出に支障を来している。また、米国製品を我が国で検査する際も余計なコスト（及び時間）

がかかる（現行コストは日本側持ち）。

２．物流／流通

（１）新運航補助制度の廃止

　毎年１億ドルの運航補助を１０年間にわたって実施するという巨額の補助金の投入が、国際海運市

場における自由かつ公正な競争条件を歪曲することは明らかであり撤廃されたい。

（背景）米国は、１９３７年、国家緊急時の際に徴用できる自国商船隊の整備を目的として、主要外国

航路に就航する自国海運企業に対して外国海運企業の船舶運航費との差額を補助するための運航費

差額補助制度（Operating Differential Subsidy : ODS)を創設して以来、自国海運企業に対して多

額の政府補助を実施してきた。ODS は１９９８年末に終了するものの、１９９６年に一定の米国籍

船を対象とした運航費差額補助を１０年間にわたって実施する法案が可決された。

（２）アラスカ原油輸出禁止解除法を含む各種貨物留保措置の撤廃

　商業貨物であるアラスカ原油輸出についての米国籍船使用の義務付けに代表される各種の貨物留保

措置は、ＷＴＯサービス貿易一般協定の基本的原則である最恵国待遇及び内国民待遇の原則に反する

保護主義的性格が強いものであり、撤廃されたい。

（背景）厳しい競争を行っている太平洋コンテナ船マーケット等において、米国船に対する事実上の補

助金として機能しており、競争条件をゆがめている。米国からは、米国のばら積み輸出入貨物の９

５％を外国籍船が輸送しており（輸出入貨物の９５％については貨物留保をしていない）、既に十分

開放されている旨の回答があったが、そもそも、この問題は原則の問題であり、量の問題ではない。

米国が貨物留保政策を採用していること自体、途上国がそのような貨物留保政策を採用する絶好の

口実となっている。

　　　また、世界最大の荷主国である米国の貨物５％という量は、途上国一国の輸出入にも匹敵す

る量であり無視できない。

（３）内航商船に関する規定（ジョーンズ法）

　内航海運に従事する海運業者に関し、米国国内での内航商船建造を義務づけていることを見直され

たい。

（背景）１９２０年商船法（ジョーンズ・アクト）は、米国の内航海運に従事する海運業者は、米国で

建造された船舶によって営業を行わなければならないと規定している。

　　　米側は、内航商船の国内建造義務づけに関して世界の船舶建造量のうちの少量にしか影響を与え

ないと説明しているが、船舶建造のうち少量にしか影響をあたえないことは規制を残す理由にはな

らない。外国で建造された船舶の利用を制限することにより外国の造船事業者に不利益をもたらす



ものである。

　また、使用者側にとっても、米国本土からハワイ等への遠距離海上輸送を行う場合、割高な米国船

籍の使用により海上輸送費が増大するなどのデメリットがある。

（４）１９９８年外航海運改革法案における措置

　同法案はＦＭＣが我が国を含む外国海運企業を米国船と差別し、その運賃設定のあり方等について

一方的に規制することを可能とするものであるところ、同法案については、内外無差別の原則を確保

するとともに、海運自由の原則に基づき、商業ベースでの海運活動に対する政府の規制は最小限にと

どめられたい。

（背景）本法案は、外国海運企業の運賃設定のあり方等を規制する権限をＦＭＣに賦与する内容を含ん

でおり、今後、ＦＭＣが我が国を含む外国海運企業を米国船と差別し、その運賃設定のあり方

（Pricing Practice）等を一方的に規制することを可能とし、またＦＭＣのとりうる措置内容も不

明確な規定になっているという問題がある。

（５）米国連邦海事委員会（ＦＭＣ）による制裁措置

　昨年９月以来ＦＭＣが我が国船社に対して発動し、未だ取り下げるに至っていない制裁措置の根拠

であるＦＭＣ規則は、相手国船舶に対する最恵国待遇、内国民待遇の付与等を規定した日米通商航海

条約に違反するため、同規則を撤廃されたい。

（背景）我が国の港湾慣行等を理由として、昨年９月に米国ＦＭＣが直接関係のない我が国の海運企業

３社に一方的制裁措置を発動し、１５０万ドル（邦貨換算約１．８億円）の課徴金を徴収したが、

この根拠であるＦＭＣ規則は、相手国船舶に対する最恵国待遇、内国民待遇の付与等を規定した日

米友好通商航海条約に違反するものである。港運問題については既に日米政府間で合意したが、Ｆ

ＭＣは当該制裁措置を未だ完全撤回するに至っていない。

３．個別問題

（１）時計の輸入関税算定方法

　時計の輸入関税算定については、部品毎の関税賦課を改め、ＨＳ分類６桁ベースで関税率を定める

ことにより手続の簡素化を図られたい。

（背景）時計の完成品を米国に輸出する際、米国の輸入関税額の算定方法は、完成品であっても一律の

関税率ではなく、ムーブメント、ケース、バッテリー、バンド等の構成部品毎に異なった税率を適

用し計算しなければならない。時計の種類によって部品構成が異なるため、税額計算等の通関手続

が煩雑になっている。なお、日本は、時計の輸入関税率は０％であり、関税算定手続は不要。

（２）時計の原産地表示

　原産地表示を完成品のみとし、表示方法も刻印、タグ等、メーカーの裁量によって行われるように

されたい。

（背景）時計の米国への輸出において、完成品を輸出する際、ムーブメント、ケース、バンド、バッテ

リー等の構成部品上に、それぞれ原産地表示をしなければならず、また、その方法も細かく規定さ



れているため、手続きが煩雑になっている。なお、日本では表示方法についての公式なガイドライ

ンは無く、国産品についてのみ、業界の自主基準がある。

（３）カメラの原産地特定

　原産地特定の判定基準とされている「substantial transformation(実質的な変更)」を明確化され

たい。

（背景）原産地を特定するための判定基準が、規定上「substantial transformation(実質的な変更)」

となっており、具体的な基準が規定されていない。このため、行政官の裁量に判断が委ねられてお

り、通関手続きが煩雑かつ不透明となっている。なお、日本は、「ＨＳ番号６桁の変更」をもって原

産地と主張している。

（４）繊維製品のＮＡＦＴＡ原産地特定

　ＮＡＦＴＡの原産地特定の判定基準について、米国一般原産地ルール（縫製品については、縫製国

が原産地）に合わせられたい。

（背景）ＮＡＦＴＡにおいて繊維製品がＮＡＦＴＡ原産と認定されるためには、一部の産品を除き、紡

績の段階からＮＡＦＴＡ原産でなければならず、通常より厳しい原産地規則となっている。これに

より、ＮＡＦＴＡ域外からの輸出や直接投資が相対的に不利となると考えられ、問題である。また、

メキシコの繊維製品が有利になった分、アジアの繊維製品が排除され日本にダイバージョン輸入が

増えるおそれがあることも懸念される。

（５）自動車ラベリング法

　８５００ポンド以下の車両全てに対して年式、車両毎に米国・カナダ製部品比率等の内容を含んだ

ラベルの添付の義務づけを求める同法について、ラベリング自体が米国車の購買を暗に奨励する可能

性があることから、公正な競争を阻害することがないよう見直してほしい。

（背景）米国で販売される 8,500 ポンド以下の車両全てに対して年式、車両ごとに米国・カナダ製部品

比率等の内容を含むラベルの添付が義務づけられているが、コンテント率を産出するためには、部

品１点毎に原産国・コンテント率を購入先サプライヤーから入手する必要があり、こうした購入先

調査等に莫大な手数・費用を要する。また、ラベリング自体が米国車の販売を暗に消費者に進めて

おり、政府の規制が公正な競争に介入することとなっている。さらに、その計算方法においても、

外国系メーカーが実質的に不利な扱いを受けることとなっている。

　　　本法が公正な競争を阻害することがないよう見直してほしい。

（６）ＣＡＦＥ（企業平均燃費）における国産車・輸入車区分等

　ＣＡＦＥ（企業平均燃費）値の算出に際し、カーライン毎に国産化率を計算し、国産車、輸入車別

に燃費基準を達成することを義務付ける制度は、実質的に内外の同種の産品を差別するケースがある

などの問題があるため、公正な競争を阻害することのないよう見直してほしい。

（背景）米国のＣＡＦＥ（Corporate Average Fuel Economy）規制は、自動車製造会社及び輸入会社に

対し、国産車・輸入車別に、取扱車の平均燃費を一定レベル以上にすることを義務づけているが、



その計算事務に費やされる労力・コストは膨大であり、また、輸入車と国産車とを別の集団として

平均燃費の計算を求めていることは内外無差別の原則に抵触する恐れがある。また、基準をクリア

するために国産車、輸入車の従来区分を維持する結果、米国製部品の採用拡大の障害となる場合が

ある。政府の規制は企業の事業活動に与える影響を最小限にすることに強く配慮すべきであり、こ

うした観点からの見直しを要望する。

４．競争政策

適用除外制度の廃止

　我が国においては、競争政策の強化のため、独禁法の適用除外制度の全範囲について見直しを行っ

てきており、多数の適用除外制度を廃止するとともに、残されたものについてもその範囲の縮減等を

図ってきている。米国におかれても、反トラスト法の強化のため、適用除外制度を削減されたい。

（背景）

（イ）我が国の独禁法適用除外制度

　　　日本政府は、独占禁止法適用除外カルテル等の制度について見直しを進めてきており、１９９７

年には個別法に基づく２９の適用除外制度について廃止する等の立法措置を採った。また、１９９

８年３月に閣議決定された規制緩和推進三ヶ年計画において、①独占禁止法に基づく適用除外制度

については不況カルテル制度・合理化カルテル制度等を廃止し、②適用除外法（私的独占の禁止及

び公正取引の確保に関する法律の適用除外等に関する法律）に基づく適用除外制度については協同

組織の団体に係わるものを独占禁止法第２４条の規定によることとし、その他のものは原則廃止す

るとともに、適用除外法そのものを廃止することとする。③以上のうち、立法措置を必要とするも

のについては、１９９９年の通常国会に改正法案を提出する等所要の措置を行うものとすることが

決定された。また、損害保険料率算出団体に関する適用除外制度については、損害保険料率算出団

体に関する法律が平成１０年６月に改正され（同年７月１日施行）、自賠責保険及び地震保険を除き

原則廃止された。

（ロ）米国反トラスト法適用除外制度の例：マッカラン・ファーガソン法

　　　マッカラン・ファーガソン法は、保険業の反トラスト法の原則的な適用除外を定めている。日本

の保険業者から米国にも保険業の適用除外制度が存在するため日本のみ保険料率算出団体の適用除

外制度を見直す必要性はないと主張される場合がある。

５．アンチ・ダンピング措置

　以下の点につき、米国政府が改善措置をとるよう要請する。

（１）利用される情報

　米政府当局が必ずしもＡＤ協定の規定に則した運用を行っていない場合があることから、利害関係

者が最善を尽くした提供情報は可能な限り最大限採用され、当該情報が採用されない場合にはその理

由を詳細に説明し、意見提供の機会を与えられ、また、国内産業から提供された情報を"facts

available"として採用する場合には情報の妥当性について意見提供する機会を与えられるべきと確信

しており、当該観点から日本政府が従前より質問している点について誠実な回答を要望する。



（２）質問状に対する回答期限

　米政府当局は、要求されるデータ量が膨大であるにもかかわらず、利害関係者に容易に回答期限の

延長を供与せず、供与した場合でも概して短期の供与となっていることから、利害関係者にはデータ

量に応じた十分な時間があたえられるべきであり、また、要求されるデータ量は米政府当局が合理的

決定が可能となる最低限度のものとすべきと確信しており、当該観点から日本政府が従前より質問し

ている点について誠実な回答を要望する。

（３）企業会計データの受け入れ

  米政府当局は、生産者又は輸出者に対して、米国の会計原則に基づく情報提供を求め、米国の会計

原則に合わせたコスト計算を強い、輸出者又は生産者に過度の作業負担を課していることから、コス

ト計算について輸出国において一般的に認められる会計原則に適合する場合には、ＡＤ協定で規定さ

れているように調査の対象となる輸出者又は生産者が保有する記録に基づき算定を行うべきと確信し

ており、当該観点から日本政府が従前より質問している点について誠実な回答を要望する。

（４）清算手続

　米政府当局が行う清算手続について、税額還付の要請があってから、実際に還付されるまでに、長

時間かかる場合があることから、清算については迅速に完了されたい。

（５）関連者

　米国１９３０年関税法及び商務省規則の運用に関し、「関連者」を判断する際には、５％以上の株式

の直接所有者だけを基準とするのではなく、その他の要因（ある組織の役員・取締役と当該組織の関

係、家族構成員等）を総合的に考慮し、判断するものに改善されたい。

（６）アンチ・ダンピング措置の撤回

　将来のダンピング再発可能性の判断にあたり、本証明を求めるにあたっては、輸出者が、過度の立

証責任を負わされないようにされたい。

（７）価格比較方法

　ダンピングマージンのレビューにおいて、輸出価格と正常価額を比較する際、オリジナル調査同様、

原則、加重平均価格同士又は個別取引価格同士で比較されたい。

（背景）

（イ）利用される情報

　　　ＡＤ協定付属書Ⅱ第５項において、提供された情報が全ての点において必ずしも完全なものでな

い場合においても利害関係者が最善を尽くした時は、調査当局が当該情報を無視することは正当化

されない旨、また、同付属書Ⅱ第６項において、行政当局が証拠又は情報を採用しない場合には、

当該証拠又は情報を提供した利害関係者にはその理由を通知するべき旨等規定されている。

（ロ）質問状に対する回答期限



　　　ＡＤ協定第６条１．１において、アンチダンピング調査に係る質問状を受領した輸出者及び生産

者には、少なくとも３０日間の回答期限が与えられる旨、理由が示される場合には、可能な場合は

いつでも延長が認められるべき旨規定されている。

（ハ）企業会計データの受入れ

　　　ＡＤ協定第２条２項１．１において、調査におけるコストは、当該記録が輸出国において認めら

れた会計原則（ＧＡＡＰ）に適合する場合、輸出者又は生産者が保有している記録により、原則、

算定する旨規定されている。

（ニ）清算手続き

　　　１９３０年米関税法第７５１条(a)(3)(b)において、清算は迅速に最大限可能な限り、税関への通

達が行われた後９０日以内に行われなければならない旨規定されている。

（ホ）関連者

　　　米国１９３０年関税法及び商務省規則の運用に関し、米国は「関連者」を判断する際に、５％以

上の株式の直接所有者についてはその他の要因（ある組織の役員・取締役と当該組織の関係、家族

構成員等）に関わらず「関連者」とし、株式保有率のみを重視している。

（ヘ）アンチ・ダンピング措置の撤回

  　　商務省規則351.222.(b)(1)は、ダンピング輸出がなくなった際に課税をとりやめるかどうかの判

断基準として、輸出者に将来ダンピングをしないとの証明を求めているが、係る証明に必要な具体

的事項は明示しておらず、結果的に輸出者に対して過度の立証責任を課している。

（ト）価格比較方法

　　　米国政府当局は、ダンピングマージンのレビューにおいて、輸出価格と正常価額を比較する際、

オリジナル調査で要件となっている加重平均価格同士又は個別取引価格同士の比較を行わず、加重

平均価格と個別取引価格を比較することがあり、その結果、加重平均価格同士の計算に比べ、異な

った結果が算出され、海外輸出業者に対してより高いマージン率を課すこととなる可能性がある。

６．ビザ・永住権

（イ）公立学校（小・中・高）に在学中の学生についてもＦ－１ビザが発給されることを確保された

い。

（背景）米国移民法改正（９６年９月）により、公立の小学校の生徒に対してはＦ－１ビザ（学生ビザ）

は発給されないこととなり、また、公立の中・高等学校の学生については、修学期間が一年以内で

かつ学費を全額支払った場合を除き、Ｆ－１ビザは発給されないこととなった。この結果、Ｅビザ

により米国に滞在している邦人駐在員が任期を終えて帰国する際、親のＥビザの失効に伴い子女の

ビザも失効し、子女はＦ－１ビザも取得できないため、公立学校に在学中の子女は学期終了まで残

れない。

（ロ）滞在許可の延長

　滞在許可の延長手続に時間がかかりすぎ、事業運営に困難を生じているとの報告を受けている。こ

れらの発給にあたっては、迅速・簡略化を図られたい（とくに日本人出向者派遣に関し）。

（ハ）米国永住権の取得について

　米国永住権の資格要件及び申請から許可までの所要期間について、国籍による差別がないよう手続



の透明性を確保し、標準所要期間を設定されたい。

（背景）米国在住邦人より、中国人、韓国人、ベトナム人については永住権の取得が比較的容易である

のに比べ、日本人の場合は永住権の取得は困難であるとの苦情がある。

７．法的サービス

（１）外国弁護士の受け入れを全州に拡大されたい。

（２）外国弁護士の職務経験年数要件を短縮されたい。すべての州において３年とすることを要請す

る。

（背景）現時点で外国の弁護士を受け入れていることが確認されているのは約２０州・区のみ。（なお、

本年７月２２日・２３日に行われたＷＴＯサービス貿易理事会に米国が提出したペーパーによれば、

外国弁護士を受け入れているのは２２州・区ということであるが、その制度の詳細については把握

できていない。）

　　　外国弁護士受入を認めている約２０州・区は全て職務経験要件を課しており、うち３年としてい

るのは２州（ニューヨーク、ミシガン）のみであり、４年が２州、５年が１５州・区である（また、

これら各州は、我が国が課していない、直近要件も課している）。また、経験地については、第三国

における職務経験も算入しうることを認めているのは２州（ニューヨーク、インディアナ）のみで、

その他は原資格国における職務経験を求めている。

　　　なお、我が国の外国法事務弁護士法改正により、我が国における外国弁護士の職務経験年数要件

は３年に短縮されている。

Ⅱ．住宅

試験方法の国際規格との調和

　米国においては、建築構造、部材に係る試験方法について、多くのものが国内独自の規格となって

いる。米国においても早急に建築基準の性能規定化を行い、国際規格との調和を図られたい。

　特に最初は米国国内規格と国際規格との不調和が顕著な建築材料の不燃性試験の方法を国際基準と

調和したものに改められたい。

 （国際規格参考：ＩＳＯ１１８２、ＩＳＯ５５６０、ＩＳＯ９７０５等）

（背景）米国の規格は民間団体が定める独自の国内規格となっているため、多くが国際規格（ＩＳＯ規

格）となっている我が国規格と齟齬が生じている。特に今後改正建築基準法関係規則を整備する際、

我が方は一層国際規格を取り入れたものにする予定であり、日米間の差が大きくなる危険性がある。

  　　なお、米国国内でも、性能規定化の動きがあり、民間団体において検討している最中。

（実害）米国が国際規格を採用しないために、我が国建築材料の輸出に支障を来している。また、米国

製品を我が国で輸入する際、再検査を要することもあり得、右検査に係るコスト（及び時間）がか

かる。

Ⅲ．電気通信



１．外国事業者の米国市場参入に関する連邦通信委員会（ＦＣＣ）新規則及び外国衛星事業者の米国

市場参入に関するＦＣＣ新規則

（１）審査基準

（イ）連邦通信法第２１４条及び第３１０条に関する認証の際に考慮される「公共の利益」（「外交

政策」、「通商上の懸念」）及び「競争に対する非常に高い危険」などの要素を撤廃されたい。

（背景）ＦＣＣは、連邦通信法第２１４条の認証及び第３１０条の無線局免許に関する「公共の利益」

及び「競争に対する非常に高い危険」を理由として、外国事業者に対し、認証拒否、免許拒否が可

能である。「公共の利益」の要素として「外交政策」や「通商上の懸念」が挙げられているが、これ

により申請内容及び申請者の能力的な考慮と関係のない事項を理由とした申請拒否が可能である。

また、これらの要素は競合他社が参入妨害を行う際に、恣意的に認証手続きを遅延する戦術に利用

され得る。

（ロ）ＷＴＯ基本電気通信交渉合意に基づく、無線局免許に係わる間接投資の外資規制の撤廃の履

行確保のため、通信法を変更されたい。

（背景）米国が無線局免許に係わる間接投資の外資規制の撤廃について、通信法の解釈を変更し、規定

を何ら変更しないのは、ＷＴＯ基本電気通信交渉合意に基づく約束の完全かつ実効性のある履行を

確保する上で十分ではない。

（２）支配的事業者に対する規制

　外国市場における市場支配力を理由とする外国事業者に対する規制を撤廃されたい。

（背景）外国市場における市場支配力は直ちに国内市場への市場支配力に結びつくものではなく、これ

を理由として外国事業者の参入規制を課すことは合理性を欠き、不当な差別的取扱の可能性あり。

また、目的としている効果が不分明で、外国からの直接投資を不当に制限するものである可能性が

ある。当該規制は、ＷＴＯ協定の定めのない内国法制による付加的規制であり、ＷＴＯ協定との整

合性を欠く。

（３）標準処理期間

　９０日の処理期間の延長を原則不適用とし、適用する場合には理由を明示されたい。

（背景）「極めて複雑な事案であること」を理由に、これを繰り返し延長出来ることとされているのは、

透明性を欠くものである。９０日の処理期間を延長する場合を真に例外的な場合に制限すべきであ

り、延長する場合にはその理由を明確に示すべきである。

２．ベンチマークに関するＦＣＣ新規則

（１）ＦＣＣの国際計算料金に関する規則を廃止されたい。

（２）外国事業者の米国市場参入に関するＦＣＣ規則パラ１７９～２１４を削除されたい。

（背景）米国が昨年８月に採択したベンチマークルールについては、国際精算料金を低廉化させるとい

う方向性については認識を共有するが、①事実上の米国市場への参入障壁となりうること、②本来、

商業ベースで決めるべき精算料金を、米国政府が参入規制と結びつけて一方的に設定するものであ



ること、③内国民待遇等のＷＴＯ協定の諸原則との整合性も疑問であること等の問題があり、日本

政府としては、規則案の段階から米国政府に対して上述のコメントを提出してきたが、規則制定時

に十分な改善がなされなかった。また、今回ＦＣＣは国際精算料金に関する新規則案を示したが、

ベンチマークルールの一部修正に留まり、十分な改善がなされていない。

３．インターネット利用に係わる回線利用負担の在り方

　インターネット利用に係わる国際回線に関し、米国外の者が一方的に費用を負担するという現在の

状況を改善されたい。

（背景）インターネット利用のための国際回線の費用負担において、対米接続の場合、米国外のＩＳＰ

が全て負担することとなっている。これは、インターネットが米国から発展したという歴史的経緯

から生じているものと認識しているが、インターネットが全世界的に普及した現在において、米国

利用者からのアクセスが全くないとは考えられず、現在の片務的な関係は改善されるべきである。

４．アクセス・チャージ算定方式

（１）米国州際アクセスチャージ算定に関して長期増分費用方式を日本と同時期に導入されたい。

（２）米国長期増分費用モデルの作成過程の透明性を確保されたい。

（背景）長期増分費用方式に関し、米側は我が国に対し２０００年内の導入を求めているが、州際アク

セスチャージ算定については２００１年２月に長期増分費用の調査を行い、その後検討するまでは

導入しないとしている。我が国と同時期の実施を求める。また、米側は長期増分費用モデルの作成

を行っているが、モデル作成作業の透明性を確保することを求める。

Ⅳ．医療機器・医薬品

１．ＧＭＰ相互承認

　日米間の医薬品・医療用具のＧＭＰ（Good Manufacturing Practice:製造管理及び品質管理に関す

る基準）相互承認作業を促進されたい。

（背景）前回会合後も、米側が検討中であるという状況は変わっておらず、米側の返事を待っている状

況にある。

２．５１０（Ｋ）届出の審査期間短縮

　市販前届出（510(K)届出）手続につき、特にＣＢＥＲ（生物学的製剤評価センター）の担当する医

療器具の審査期間が長くなっていることから、審査期間を短縮されたい。

（背景）前回の要望後、本年１月に510(K)届出の免除品目の拡大が行われたことは評価するものの、特

にＣＢＥＲ（生物学的製剤評価センター）の担当する医療器具の審査期間が長くなっている。

３．ＩＮＤ申請のデータ簡略化

　ＩＮＤ（Investigational New Drugs:治験薬（臨床試験のための薬））申請時の提出データを簡略化

されたい。



　具体的には、第１相試験（健常人）実施にあたって、簡略データを提出することを条件として、前

臨床データ（安全性・代謝・薬理）のフル・レポート提出期限をＮＤＡ（New Drug Application）承

認申請時まで延長できるようにされたい。また、Chemistry & Manufacturing Control 関連データの

提出期限を第２相試験終了時まで延長できるようにされたい。

（背景）ＦＤＡに対するＩＮＤ申請の際に添付を要求されるデータは、我が国やＥＵ諸国と比して非常

に多く、ＩＣＨ（日米欧医薬品規制調和国際会議）で作成されたガイドライン（「医薬品の臨床試験

実施のための非臨床試験の実施時期についてのガイドライン」）に照らしても多すぎる。ＥＵでは第

１相試験の時点ではサマリーレポートで足りる。

４．ＧＣＰ相互承認

  日米間のＧＣＰ（Good Clinical Practice：臨床治験に関する基準）相互承認の可能性について意

見交換を開始したい。

（背景）ＩＣＨによって国際的に調和されたＧＣＰが作成され、治験の信頼性に関して日米欧３極にお

ける共通基盤がつくられた。また民族差要因に関するＩＣＨガイドラインが実施されたのに伴い、

海外データを使用した申請が増加するものと考えられる。ＧＭＰと同様に、ＧＣＰについても相互

承認が可能になれば、適合性調査に係わる事務が効率化される。そこで、日本側としては、この機

会をとらえ、ＧＣＰ相互承認に向けて、意見交換を開始したい。

Ⅴ．金融サービス

１．外国証券従業員に対する米国証券外務員試験の簡素化

　ＳＥＣが、日本その他の外国証券会社従業員に対する資格試験の簡素化を導入したことは評価する

が、実際の手続き面についての整備が遅れていると聞いており、早急に整備することを求めたい。

（背景）証券外務員試験を行っている全米証券業協会（ＮＡＳＤ）と日本証券業協会（ＪＳＤＡ）の間

で、審査手続きに関する協議が行われており、９８年５月に、ＪＳＤＡよりＮＡＳＤに対して、審

査手続きに関する覚書修正案を送付済。現在は、ＮＡＳＤからの回答を待っているところ。

２．外銀支店のＦＤＩＣ加入義務

　外銀の支店の場合、米国の市民若しくは居住者から１０万ドル未満の小口預金を受け入れる場合に

課せられている預金保険（ＦＤＩＣ）への加入義務を撤廃されたい。

　（背景）州法銀行の場合には選択自由であり、バランスを欠く。

３．外銀支店に対する監督

　外銀支店について、拠点支店所在地の州当局が一元的に監督するようにするべき。

（背景）リーグル・ニール修正法では、合併・新規支店設立により州際業務を営む州法銀行について、

本拠州以外の支店に対する州当局の検査についても、本拠州当局が一元的に行うこととされている。

　　　他方、外銀の支店に対する検査については、支店所在地の州当局の検査については規定が無く、



その結果、支店所在地の各州当局が検査を担当しており、検査結果の不統一やコスト増の懸念が生

じている。

４．外銀に対する検査

　「ＦＢＯプログラム」によって、連邦と州当局による合同検査が行われるようになったことを歓迎

する一方、規制の統一など一層の改善を求める。

（背景）実際の検査においては、連邦と州当局で指摘対象が異なるなど統一が図られていない部分があ

ること、また、検査評価が厳しくなる方向で、連邦と州当局の間で競争が生じている。

５．証券規制

　法改正により、連邦・州レベルでの証券規制の重複が少なくなったことを評価。今後とも一層、重

複を減らす方向で検討が進むことを望む。

（背景）９６年、全米証券市場改革法が成立し、米側の説明によれば、連邦・州レベルでの証券登録要

件の重複は可能な限り減らされた。執行状況を見守る必要。

６．金融機関の取締役に関する市民権要件

　日本では取締役の市民権要件を全く設けておらず、米国における市民権要件の撤廃を求める。

（背景）国法銀行の取締役は全員が米国市民であるべきであるとされている。ただし、外国銀行の支店

や関連会社については、ＯＣＣ長官の裁量により、「原則全員」から、「全体の取締役の半数以上」

に軽減されうることとなっている。

　　　なお、州レベルではより厳しい規制をおいている州が多い。

７．金融近代化法案（Ｈ．Ｒ．１０）

　同法の成立によって、外銀に不利益とならないよう求める。

（背景）Ｈ．Ｒ．１０では、外国銀行法におけるグランドファーザー条項を廃止する一方、現行持株会

社法において内国銀行持株会社に認められている業務については、外国銀行にも内国銀行持株会社

と同等の立場で認めるとしているが、実際上、外国銀行に不利益とならないかとの懸念がある。

                                                                  （了）




